
 

 

週休２日等工事試行要領 第Ⅰ編（土木工事、港湾漁港工事編） 新旧対照表 

改正内容 新（改正後） 旧（現行） 

４  工事費

の補正 

４ 工事費の補正【港湾漁港工事】 

(1) 各経費の補正 

週休 2 日の実施による工事費については、各経費に補正係数を乗じるものとする。 

(2)    （削除） 

 

(3)    （削除） 

 

４ 工事費の補正        

 (1) 各経費の補正 

週休 2 日の実施による工事費については、各経費に補正係数を乗じるものとする。    

 (2) 市場単価 

週休２日の補正係数を乗じるものとする。 

 (3) 標準単価 

週休２日の補正係数を乗じるものとする。 

６  受注者

の取組内容 

６ 受注者の取組内容 

(6) 受注者は週休 2 日の実施により行われた経費補正を下請負契約にも反映させるものとする。【港湾 

漁港工事】 

(7)    （削除） 

６ 受注者の取組内容 

(6) 受注者は週休 2 日の実施により行われた経費補正を下請負契約にも反映させるものとする。     

      

(7) 受注者は試行工事の検証を行うため、アンケートに協力するものとし、「週休２日確保工事 

  調査表」（様式１）を竣工後２週間以内に監督員へ提出する。 

７  発注者

の取組内容 

７ 発注者の取組内容 

(3)    （削除） 

７ 発注者の取組内容 

(3) 発注者は試行工事竣工後３週間以内に「週休２日確保工事調査表」（様式１及び様式２）を技術管理課

へ提出する。 

８  事務手

続きについ

て 

８ 事務手続きについて 

(1) 積算関係 

  土木工事においては、補正を行わない。港湾漁港工事においては、当初積算時に、月単位の「週休 2

日」を確保する場合の補正を計上する。  

(2) 設計変更 

  発注者は受注者の週休２日について、施工中の現場閉所率の状況や実績に基づき、最終変更までに該

当する条件へ変更契約する。 

なお、港湾漁港工事において、4 週８休相当を確保できなかった場合は当初積算時の補正を減額する。 

 

８ 事務手続きについて 

(1) 積算関係 

                                当初積算時に、月単位の「週休 2

日」を確保する場合の補正を計上する。  

(2) 設計変更 

  発注者は受注者の週休２日について、施工中の現場閉所率の状況や実績に基づき、最終変更までに該

当する条件へ変更契約する。 

                4 週８休相当を確保できなかった場合は当初積算時の補正を減額

する。 

９  工事成

績評定につ

いて 

９ 工事成績評定について 

 福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和９年４月以降に竣工検査を実施する工事

は、評価しない。 

９ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。                        

        

１０  実施

証明書 

１０ 実施証明書 

  発注者は、週休２日確保モデル工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、表 2 に基づき、

福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証明書を発行するものとする。なお、令和９年４月

以降に竣工検査を実施する工事は発行しない。 

１０ 実施証明書 

  発注者は、週休２日確保モデル工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、表 2 に基づき、

福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証明書を発行するものとする。          

                     

１２ 附則  附則  

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１月２０日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１0 月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和８年１0 月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、９ 工事成績評定及び 10 実

施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適用し、令和 9 年 4 月 1 日以降

に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加点及び実施証明書の発行を行わない。 

附則  

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１月２０日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１0 月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

    

                                                 

                                                 

                                           



 

週休２日等工事試行要領 第Ⅱ編（土木工事、港湾漁港工事編） 新旧対照表 

改正内容 新（改正後） 旧（現行） 

４  工事費

の補正 

４ 工事費の補正【港湾漁港工事】 

(1) 各経費の補正 

週休 2 日交替制の実施による工事費については、各経費に補正係数を乗じるものとする。 

補正対象は、    現場管理費率のみとし、対象期間内に現場に従事した全ての技術者、技能労働

者の休日率に応じて、以下のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗じるものとする。 

                                   

(2)    （削除） 

 

(3)    （削除） 

 

４ 工事費の補正        

 (1) 各経費の補正 

週休 2 日交替制の実施による工事費については、各経費に補正係数を乗じるものとする。 

補正対象は、労務費と現場管理費率のみとし、対象期間内に現場に従事した全ての技術者、技能労働

者の休日率に応じて、以下のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗じるものとする。 

 ただし、見積による機労材一式の施工単価については補正の対象としない。 

 (2) 市場単価 

週休２日の補正係数を乗じるものとする。 

 (3) 標準単価 

週休２日の補正係数を乗じるものとする。 

６  受注者

の取組内容 

６ 受注者の取組内容 

(6) 受注者は週休 2 日の実施により行われた経費補正を下請負契約にも反映させるものとする。【港湾 

漁港工事】 

(7)    （削除） 

６ 受注者の取組内容 

(6) 受注者は週休 2 日の実施により行われた経費補正を下請負契約にも反映させるものとする。     

      

(7) 受注者は試行工事の検証を行うため、アンケートに協力するものとし、「週休２日交替制工事 

  調査表」（様式３）を竣工後２週間以内に監督員へ提出する。 

７  発注者

の取組内容 

７ 発注者の取組内容 

(4)    （削除） 

７ 発注者の取組内容 

(4) 発注者は試行工事竣工後３週間以内に「週休２日交替制工事調査表」（様式３）及び「週休２日等工事

調査表」（様式２）を技術管理課へ提出する。 

 

８  事務手

続きについ

て 

８ 事務手続きについて 

(1) 積算関係 

  土木工事においては、補正を行わない。港湾漁港工事においては、当初積算時に、所定の休日率が月

単位または通期の「４週８休以上」を確保する場合の補正を計上する。  

(2) 設計変更 

  発注者は受注者の週休２日について、休日率の状況や実績に基づき、最終変更までに該当する条件へ

変更契約する。 

なお、港湾漁港工事において、4 週８休相当を確保できなかった場合は当初積算時の補正を減額する。 

 

８ 事務手続きについて 

(1) 積算関係 

                                当初積算時に、所定の休日率が月

単位または通期の「４週８休以上」を確保する場合の補正を計上する。  

(2) 設計変更 

  発注者は受注者の週休２日について、休日率の状況や実績に基づき、最終変更までに該当する条件へ

変更契約する。 

              4 週８休相当を確保できなかった場合は当初積算時の補正を減額する。 

９  工事成

績評定につ

いて 

９ 工事成績評定について 

 福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和９年４月以降に竣工検査を実施する工事

は、評価しない。 

 

９ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。                        

          

 

１０  実施

証明書 

１０ 実施証明書 

  発注者は、週休２日交替制工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、表 2 に基づき、福

島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証明書を発行するものとする。なお、令和９年４月以

降に竣工検査を実施する工事は発行しない。 

 

１０ 実施証明書 

  発注者は、週休２日交替制工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、表 2 に基づき、福

島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証明書を発行するものとする。           

                 

 



 

 

週休２日等工事試行要領 第Ⅱ編（土木工事、港湾漁港工事編） 新旧対照表 

改正内容 新（改正後） 旧（現行） 

１２ 附則  附則  

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１月２０日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１0 月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、９ 工事成績評定及び 10 実

施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に

竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加点及び実施証明書の発行を行わない。 

 

附則  

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１月２０日以降に起工する工事から適用する。 

附則 

この要領は、令和７年１0 月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

    

                                                 

                                                 

                                                 



「週休２日等工事試行試行要領 第Ⅳ編～第Ⅵ編（建築工事編）」 新旧対照表 

1 

 

新（R80401改定版） 現 行 

【第Ⅳ編】 

建築関係工事における「週休２日促進工事」試行要領 

（建築関係工事編） 

 

１ 目的 

  本要領は、福島県土木部が発注及び受託する建築関係工事における週休２日の取組

において労務費の補正等の試行を行うために必要な事項を定め、もって週休２日を促

進することを目的とする。 

   

１～４ （省略） 

   

５ 積算方法等 

  補正は行わない。 

(1) 補正方法 

   週休２日促進工事において、以下の補正係数により労務費（予定価格のもととなる

工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）の労

務費、ただし見積り単価を除く）を補正する。 

   ①月単位の４週８休以上（現場閉所（現場休息）率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   １．０２ 

   ②通期の４週８休以上（現場閉所（現場休息）率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   補正なし 

 (2) 積算及び変更方法 

   当初の予定価格から、月単位の４週８休以上を前提に(1)①により労務費を補正し

て工事費を積算する。 

   現場閉所（現場休息）の達成状況を確認し、現場閉所（現場休息）が月単位の４週

８休に満たない場合は、補正係数を除し、請負代金額のうち労務費補正分を減額変更

する。 

 

６～７ （省略） 

 

８ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工

検査を実施する工事は、評価しない。 

  また、令和９年 3 月までに起工する工事については、減点しない。 

 

９ 実施証明書 

  発注者は、週休２日促進工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、４

【第Ⅳ編】 

建築関係工事における「週休２日促進工事」試行要領 

（建築関係工事編） 

 

１ 目的 

  本要領は、福島県土木部が発注及び受託する建築関係工事における週休２日の取組

において労務費の補正等の試行を行うために必要な事項を定め、もって週休２日を促

進することを目的とする。 

   

１～４ （省略） 

   

５ 積算方法等 

  補正を行わない。 

 (1) 補正方法 

   週休２日促進工事において、以下の補正係数により労務費（予定価格のもととなる

工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）の労

務費、ただし見積り単価を除く）を補正する。 

   ①月単位の４週８休以上（現場閉所（現場休息）率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   １．０２ 

   ②通期の４週８休以上（現場閉所（現場休息）率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   補正なし 

 (2) 積算及び変更方法 

   当初の予定価格から、月単位の４週８休以上を前提に(1)①により労務費を補正し

て工事費を積算する。 

   現場閉所（現場休息）の達成状況を確認し、現場閉所（現場休息）が月単位の４週

８休に満たない場合は、補正係数を除し、請負代金額のうち労務費補正分を減額変更

する。 

 

６～７ （省略） 

 

８ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工

検査を実施する工事は、評価しない。 

  また、令和９年 3 月までに起工する工事については、減点しない。 

 

９ 実施証明書 

  発注者は、週休２日促進工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対して、４



「週休２日等工事試行試行要領 第Ⅳ編～第Ⅵ編（建築工事編）」 新旧対照表 

2 

 

新（R80401改定版） 現 行 

週８休以上を達成した場合、福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証

明書を発行するものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工検査を実施する工事は発

行しない。 

 

１０ その他 

 (1) 週休２日促進工事の見える化 

   仮囲い等に週休２日促進工事である旨を明示する。 

 (2) 適正な工期の確保 

   改修工事においては、全体工期にしわ寄せがないよう施工期間を確保するなど適 

正な工期を設定すること。 

 (3) 元請下請の取引の適正化 

   週休２日促進工事の実施にあたり、工期や契約金額等について下請業者へのしわ 

寄せが生じることのないよう、所管部署に対象工事の情報を提供するなど連携を密 

に行うものとする。 

 (4) アンケート調査等の実施 

週休２日促進工事を実施した場合は、任意でアンケート調査等を実施し、週休２日 

確保の阻害となる要因の把握や対応策を検討し、この促進につなげる。 

  

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

 

 附 則 

この要領は、令和６年１２月１７日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 1 月 20 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 10 月 15 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、８工事成績

評定及び９実施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適

用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加

点及び実施証明書の発行を行わない。 

週８休以上を達成した場合、福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実施証

明書を発行するものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工検査を実施する工事は発

行しない。 

 

１０ その他 

 (1) 週休２日促進工事の見える化 

   仮囲い等に週休２日促進工事である旨を明示する。 

 (2) 適正な工期の確保 

   改修工事においては、全体工期にしわ寄せがないよう施工期間を確保するなど適 

正な工期を設定すること。 

 (3) 元請下請の取引の適正化 

   週休２日促進工事の実施にあたり、工期や契約金額等について下請業者へのしわ 

寄せが生じることのないよう、所管部署に対象工事の情報を提供するなど連携を密 

に行うものとする。 

 (4) アンケート調査等の実施 

週休２日促進工事を実施した場合は、任意でアンケート調査等を実施し、週休２日 

確保の阻害となる要因の把握や対応策を検討し、この促進につなげる。 

 

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年 1２月１７日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 1 月 20 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 10 月 15 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、９工事成績

評定及び 10 実施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適

用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加

点及び実施証明書の発行を行わない。 
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【第Ⅴ編】 

建築関係工事における「週休２日交替制促進工事」試行要領 

（建築関係工事編） 

 

１ 目的 

  本要領は、福島県土木部が発注及び受託する建築関係工事における週休２日の取組

において労務費の補正等の試行を行うために必要な事項を定め、もって週休２日を促

進することを目的とする。 

   

１～４ （省略） 

   

５ 積算方法等 

  補正は行わない。 

(1) 補正方法 補正は行わない。 

   週休２日交替制促進工事において、以下の補正係数により労務費（予定価格のも

ととなる工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単

価）の労務費、ただし見積り単価を除く）を補正する。 

   ① 月単位の４週８休以上（休日率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   １．０２ 

   ② 通期の４週８休以上（休日率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   補正なし 

 (2) 積算及び変更方法 

   当初の予定価格から、月単位の４週８休以上を前提に(1) ①により労務費を補正

して工事費を積算する。 

   休日率の達成状況を確認し、休日率が月単位の４週８休に満たない場合は、補正

係数を除し、請負代金額のうち労務費補正分を減額変更する。 

 

６～７ （省略） 

 

８ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工

検査を実施する工事は、評価しない。 

  また、令和９年 3 月までに起工する工事については、減点しない。 

 

９ 実施証明書 

  発注者は、週休２日交替制促進工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対し

て、４週８休以上を達成した場合、福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実

【第Ⅴ編】 

建築関係工事における「週休２日交替制促進工事」試行要領 

（建築関係工事編） 

 

１ 目的 

  本要領は、福島県土木部が発注及び受託する建築関係工事における週休２日の取組

において労務費の補正等の試行を行うために必要な事項を定め、もって週休２日を促

進することを目的とする。 

   

１～４ （省略） 

   

５ 積算方法等 

  補正を行わない。 

(1) 補正方法 

   週休２日交替制促進工事において、以下の補正係数により労務費（予定価格のもと

となる工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単

価）の労務費、ただし見積り単価を除く）を補正する。 

   ① 月単位の４週８休以上（休日率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   １．０２ 

   ② 通期の４週８休以上（休日率 28.5%（8 日/28 日）以上） 

   補正なし 

 (2) 積算及び変更方法 

   当初の予定価格から、月単位の４週８休以上を前提に(1) ①により労務費を補正

して工事費を積算する。 

   休日率の達成状況を確認し、休日率が月単位の４週８休に満たない場合は、補正係

数を除し、請負代金額のうち労務費補正分を減額変更する。 

 

６～７ （省略） 

 

８ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工

検査を実施する工事は、評価しない。 

  また、令和９年 3 月までに起工する工事については、減点しない。 

 

９ 実施証明書 

  発注者は、週休２日交替制促進工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対し

て、４週８休以上を達成した場合、福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実
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施証明書を発行するものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工検査を実施する工事

は発行しない。 

 

１０ その他 

 (1) 週休２日交替制促進工事の見える化 

   仮囲い等に週休２日交替制促進工事である旨を明示する。 

 (2) 適正な工期の確保 

   改修工事においては、全体工期にしわ寄せがないよう施工期間を確保するなど適 

正な工期を設定すること。 

 (3) 元請下請の取引の適正化 

   週休２日交替制促進工事の実施にあたり、工期や契約金額等について下請業者へ 

のしわ寄せが生じることのないよう、所管部署に対象工事の情報を提供するなど連 

携を密に行うものとする。 

 (4) アンケート調査等の実施 

週休２日促進工事を実施した場合は、任意でアンケート調査等を実施し、週休２日 

確保の阻害となる要因の把握や対応策を検討し、この促進につなげる。 

  

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

 

 附 則 

この要領は、令和６年１２月１７日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 1 月 20 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 10 月 15 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、８工事成績

評定及び９実施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適

用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加

点及び実施証明書の発行を行わない。 

施証明書を発行するものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工検査を実施する工事

は発行しない。 

 

１０ その他 

 (1) 週休２日交替制促進工事の見える化 

   仮囲い等に週休２日交替制促進工事である旨を明示する。 

 (2) 適正な工期の確保 

   改修工事においては、全体工期にしわ寄せがないよう施工期間を確保するなど適 

正な工期を設定すること。 

 (3) 元請下請の取引の適正化 

   週休２日交替制促進工事の実施にあたり、工期や契約金額等について下請業者へ 

のしわ寄せが生じることのないよう、所管部署に対象工事の情報を提供するなど連 

携を密に行うものとする。 

 (4) アンケート調査等の実施 

週休２日促進工事を実施した場合は、任意でアンケート調査等を実施し、週休２日 

確保の阻害となる要因の把握や対応策を検討し、この促進につなげる。 

 

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年 1２月１７日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 1 月 20 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 10 月 15 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、９工事成績

評定及び 10 実施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適

用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加

点及び実施証明書の発行を行わない。 
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【第Ⅵ編】 

建築関係工事における「完全週休２日促進工事」試行要領 

（建築関係工事編） 

 

１ 目的 

  本要領は、福島県土木部が発注及び受託する建築関係工事における週休２日の取組

において労務費の補正等の試行を行うために必要な事項を定め、もって週休２日を促

進することを目的とする。 

   

１～４ （省略） 

   

５ 積算方法等 

  補正は行わない。 

 (1) 補正方法 

完全週休２日促進工事において、以下の補正係数により労務費（予定価格のもとと

なる工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）

の労務費、ただし見積り単価を除く）及び現場管理費を補正する。 

   労務費   １．０２ 

   現場管理費 １．０１ 

   

 (2) 積算及び変更方法 

    当初の予定価格から、完全週休２日を前提に(1)により労務費及び現場管理費を

補正して工事費を積算する。 

    現場閉所（現場休息）の達成状況を確認し、現場閉所（現場休息）が完全週休２

日に満たない場合、請負代金額のうち労務費及び現場管理費補正分を減額変更する。 

 

６～７ （省略） 

 

８ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工

検査を実施する工事は、評価しない。 

  また、令和９年 3 月までに起工する工事については、減点しない。 

 

９ 実施証明書 

  発注者は、完全週休２日促進工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対し

て、４週８休以上を達成した場合、福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実

施証明書を発行するものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工検査を実施する工事

【第Ⅵ編】 

建築関係工事における「完全週休２日促進工事」試行要領 

（建築関係工事編） 

 

１ 目的 

  本要領は、福島県土木部が発注及び受託する建築関係工事における週休２日の取組

において労務費の補正等の試行を行うために必要な事項を定め、もって週休２日を促

進することを目的とする。 

   

１～４ （省略） 

   

５ 積算方法等 

  補正を行わない。 

(1) 補正方法 

完全週休２日促進工事において、以下の補正係数により労務費（予定価格のもとと

なる工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格（材工単価）

の労務費、ただし見積り単価を除く）及び現場管理費を補正する。 

   労務費   １．０２ 

   現場管理費 １．０１ 

   

 (2) 積算及び変更方法 

   当初の予定価格から、完全週休２日を前提に(1)により労務費及び現場管理費を補

正して工事費を積算する。 

   現場閉所（現場休息）の達成状況を確認し、現場閉所（現場休息）が完全週休２日

に満たない場合、請負代金額のうち労務費及び現場管理費補正分を減額変更する。 

 

６～７ （省略） 

 

８ 工事成績評定について 

  福島県請負工事成績評定要綱に基づくものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工

検査を実施する工事は、評価しない。 

  また、令和９年 3 月までに起工する工事については、減点しない。 

 

９ 実施証明書 

  発注者は、完全週休２日促進工事を実施し、その竣工検査に合格した受注者に対し

て、４週８休以上を達成した場合、福島県工事実施証明書発行事務運用基準に定める実

施証明書を発行するものとする。なお、令和 9 年 4 月以降に竣工検査を実施する工事
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は発行しない。 

 

１０ その他 

 (1) 完全週休２日促進工事の見える化 

   仮囲い等に完全週休２日促進工事である旨を明示する。 

 (2) 適正な工期の確保 

   改修工事においては、全体工期にしわ寄せがないよう施工期間を確保するなど適 

正な工期を設定すること。 

 (3) 元請下請の取引の適正化 

   完全週休２日促進工事の実施にあたり、工期や契約金額等について下請業者へ の

しわ寄せが生じることのないよう、所管部署に対象工事の情報を提供するなど連 携

を密に行うものとする。 

 (4) アンケート調査等の実施 

完全週休２日促進工事を実施した場合は、任意でアンケート調査等を実施し、週休 

２日確保の阻害となる要因の把握や対応策を検討し、この促進につなげる。 

  

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

 

 附 則 

この要領は、令和６年１２月１７日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 1 月 20 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 10 月 15 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、８工事成績

評定及び９実施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適

用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加

点及び実施証明書の発行を行わない。 

 

は発行しない。 

 

１０ その他 

 (1) 完全週休２日促進工事の見える化 

   仮囲い等に週休２日交替制促進工事である旨を明示する。 

 (2) 適正な工期の確保 

   改修工事においては、全体工期にしわ寄せがないよう施工期間を確保するなど適 

正な工期を設定すること。 

 (3) 元請下請の取引の適正化 

   完全週休２日促進工事の実施にあたり、工期や契約金額等について下請業者へ の

しわ寄せが生じることのないよう、所管部署に対象工事の情報を提供するなど連 携

を密に行うものとする。 

 (4) アンケート調査等の実施 

完全週休２日促進工事を実施した場合は、任意でアンケート調査等を実施し、週休 

２日確保の阻害となる要因の把握や対応策を検討し、この促進につなげる。 

 

 附 則 

この要領は、令和６年４月１日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年 1２月１７日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 1 月 20 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和 7 年 10 月 15 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月 1 日以降に起工する工事から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月 1 日以降に起工する工事から適用する。なお、９工事成績

評定及び 10 実施証明書の規定は、令和 8 年 9 月 30 日以前に起工した工事についても適

用し、令和 9 年 4 月 1 日以降に竣工検査を実施する工事については、工事成績評定の加

点及び実施証明書の発行を行わない。 

 

 


